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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信機能を有し二次元または三次元の位置に移動可能な移動局と、無線通信機能を
有し二次元または三次元の所定の位置に固定されている複数の固定局を有し、識別番号を
付与されていない複数の固定局に対して移動局を用いて識別番号を付与する移動局と固定
局間の通信システムであって、
　複数の固定局の座標情報を備える前記移動局は、第1の送信を行い、前記第１の送信後
に複数の前記固定局からの返信を受信し、返信の受信結果に基づいて複数の前記固定局の
中から当該局を決定し、決定した当該局に対して当該局の識別番号を含む関連情報を付与
する第２の送信を行い、
　複数の前記固定局は、前記移動局の第１の送信における電波強度を測定して測定結果を
返信し、前記移動局の第２の送信における関連情報を用いて自己の識別番号を設定すると
ともに、
　前記移動局は、前記固定局の座標情報を用いて固定局の位置に移動し、前記第1の送信
から第２の送信に至る一連の処理を複数の固定局の全てについて繰り返し実行するととも
に、
　前記電波強度の測定は前記移動局が前記固定局の近傍において位置を変更して複数回数
行うことを特徴とする移動局と固定局間の通信システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の移動局と固定局間の通信システムであって、
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　前記関連情報は前記当該局とされた固定局に固有の識別情報であることを特徴とする移
動局と固定局間の通信システム。
【請求項３】
　請求項１に記載の移動局と固定局間の通信システムであって、
　前記関連情報は前記当該局とされた固定局の存在領域を示すエリア情報であることを特
徴とする移動局と固定局間の通信システム。
【請求項４】
　無線通信機能を有し二次元または三次元の位置に移動可能な移動局と、無線通信機能を
有し二次元または三次元の所定の位置に固定されている複数の固定局を有し、識別番号を
付与されていない複数の固定局に対して移動局を用いて識別番号を付与する移動局と固定
局間の通信方法であって、
　複数の固定局の座標情報を備える前記移動局は、第1の送信を行い、前記第１の送信後
に複数の前記固定局からの返信を受信し、返信の受信結果に基づいて複数の前記固定局の
中から当該局を決定し、決定した当該局に対して当該局の識別番号を含む関連情報を付与
する第２の送信を行い、
　複数の前記固定局は、前記移動局の第１の送信における電波強度を測定して測定結果を
返信し、前記移動局の第２の送信における関連情報を用いて自己の識別番号を設定すると
ともに、
　前記移動局は、前記固定局の座標情報を用いて固定局の位置に移動し、前記第1の送信
から第２の送信に至る一連の処理を複数の固定局の全てについて繰り返し実行するととも
に、
　前記電波強度の測定は前記移動局が前記固定局の近傍において位置を変更して複数回数
行うことを特徴とする移動局と固定局間の通信方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の移動局と固定局間の通信方法であって、
　前記関連情報は、最も近い位置に存在する固定局に固有の識別情報であることを特徴と
する移動局と固定局間の通信方法。
【請求項６】
　請求項４に記載の移動局と固定局間の通信方法であって、
　前記関連情報は、前記固定局の存在領域を示すエリア情報であることを特徴とする移動
局と固定局間の通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は移動局と固定局間の通信システムおよび通信方法に係り、特に設備の設置直後
に無線通信により移動体と固定局を正確に対応付けするに好適な移動局と固定局間の通信
システムおよび通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　移動体とその固定局間の情報のやり取りを行うシステムは、様々な産業で利用されてい
る。たとえば、鉄道の車両にある親機とレール上に設けられた子機間を介した基地局間の
通信や、エレベーターかごにある乗場端末の子機からエレベーター制御盤の親機への通信
、また一般家庭内ではノートパソコンとその家庭内に設けられた通信端末間との通信など
がある。これらの通信は、かつては有線通信が主として用いられてきたが、近年は配線工
事不要化や機器取り回しのユーザビリティなどを考慮して、様々な産業で無線通信が利用
されるようになってきている。以下の説明事例においては、エレベーターの有線通信を一
例に、その技術と課題を示す。
【０００３】
　エレベーターは、主に各階床の乗り場に設置されたホール呼びボタンと、かご内に設置
された行き先登録ボタンの情報を元に運行する。これらの情報はエレベーターを制御する
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エレベーターシステムの制御装置に集められ、エレベーターの配車制御が実施される。な
お、各階床の乗り場に設置されたホール呼びボタンと、かご内の行き先登録ボタンは各階
床及びかごに設けられたホール用端末、かご用端末にそれぞれ接続されており、各ボタン
の状態は逐次、各端末（ホール用端末、かご用端末）から制御装置へ主に通信を利用して
送信される。つまり、制御装置が通信のホスト端末となる構成となっている。
【０００４】
　ホスト端末とホール用端末間、またはホスト端末とかご用端末間は、従来は電気信号を
伝送するケーブルで接続され、有線通信で情報が伝送されている。ホスト端末とかご用端
末及びホール用端末をケーブルで接続する技術は、エレベーターを設置するビルの高さに
比例してケーブルが長くなることから、ケーブルの据付けが大変な作業となる。また、ビ
ルの階床が高い場合、伝送能力の不足から中継局の設置や複数の伝送系統を設けなければ
ならない。さらにかごの昇降に合わせてホスト端末とかご用端末間のケーブルは常に上下
するため屈曲による断線の可能性もあり、定期的な検査も必要である。
【０００５】
　上記のような有線通信による課題を解決する方法として、無線通信を利用した方法があ
る。ところで無線通信を利用した方法においては、エレベーター設備の設置直後に、エレ
ベーター側の移動局と、各階床側の固定局との間に固有の通信関係を構築する必要がある
。具体的には、最初の作業として各階床のホール用端末に階床番号を設定する必要がある
。
【０００６】
　この点に関し、特許文献１には、各階に取り付けられたホール用端末に、階床番号を自
動で設定する方法について示されている。特許文献１では、かご用端末（移動局）の通信
範囲を基準として、ホール用端末（固定局）が通信範囲内に入ってきた順番通りに階床番
号を設定していく方法が明示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－１４６５４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら特許文献１による方法では、無線通信は通常エレベーターが設置される昇
降路のような閉空間では無線電波が反射するため、電波の回折・干渉によって無線通信の
可能な範囲が、必ずしも端末からの距離に比例しないという状況がある。また、建物によ
って昇降路内の構造物が異なるため、同じく無線電波の反射が建物によって異なり無線通
信ができない可能性がある。更には、無線端末の個体差によって、電波の強さも変わる。
このような理由によって、必ずしもかご用無線端末の通信範囲にホール用無線端末が入っ
てきた順番と、階床番号が一致しないという問題点がある。
【０００９】
　また、ホール用無線端末に自動で階床番号を設定した場合、その設定が正しく行われた
かどうかをチェックする必要がある。特に高層ビルでは停止階床数も多く、ホール用無線
端末に正しい設定が行われたことをチェックするには、作業員が据付作業に多くの時間を
要する。
【００１０】
　このように、総じて、かごである移動体の位置と、ホール用無線端末である固定局の識
別情報について、固定局を識別するためには電波の回折・干渉によって移動体が検出する
固定局の順番と位置が必ずしも一致しない課題があった。また、特に固定局が複数設けら
れる場合は、その固定局の識別番号が位置に応じて正しく設定されたことを確認するため
に、多くの作業時間を要する課題があった。
【００１１】
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　また、移動体の位置について、無線電波が災害等で一時的に遮断された場合、移動体の
位置を検出できなくなる可能性があり、特に無線電波を安全システムで使用する場合には
、移動体の位置が検出できなくなることがシステムの信頼性を低下させることになる。ま
た、無線電波を制御システムで使用する場合には、移動体の位置を検出できなくなった場
合には、移動体の絶対位置を検出できる装置を利用して、移動体の絶対位置基準を再度検
出し直す課題があった。
【００１２】
　以上のことから本発明の目的は、上記技術の課題を解決し、特に、無線電波における電
波の反射や回折による影響を軽減することで、移動体と固定局を正確に対応付けすること
ができる移動局と固定局間の通信システムおよび通信方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題を解決するために本発明は、無線通信機能を有し二次元または三次元の位置に
移動可能な移動局と、無線通信機能を有し二次元または三次元の所定の位置に固定されて
いる複数の固定局を有し、移動局と固定局との間の無線通信の電波強度の強さを測定し、
その結果に基づいて当該局を決定し、関連情報を付与することを特徴とする。
【００１４】
　また本発明は、無線通信機能を有し二次元または三次元の位置に移動可能な移動局と、
無線通信機能を有し二次元または三次元の所定の位置に固定されている複数の固定局の間
の対応関係を決定するための移動局と固定局間の通信方法であって、移動局からの送信に
応じて固定局側で電波強度の強さを測定して移動局に送信し、移動局において受信した複
数の固定局からの電波強度の強さから最も近い位置に存在する固定局を決定し、決定した
固定局との間での関連情報を付与することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、通信システムは、移動端末と固定端末に設置された無線局間の電波強
度を測定し、その値の大きさから局間の距離を推定することにより、移動端末の位置情報
から固定端末の識別情報を固定端末に付与できること、また、固定端末の位置情報から移
動端末の存在領域情報を把握することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】３階建て、３つの床面を有する建屋への本発明システムの適用事例を示す図。
【図２】移動局１が固定局１Ｆ１の近傍に存在する時の移動局１と各固定局１Ｆ１～３Ｆ
１との間の直線距離をまとめた図。
【図３】移動局を固定局の近傍から、順に鉛直方向に移動させたときの電波強度を実測し
た結果を示した図。
【図４】ＩＤ番号の付与のために移動局１と固定局で実施する処理を示すフロー図。
【図５】ＩＤ番号を付与すべき固定局を推定する推定アルゴリズム』の手順を示す図。
【図６】ＩＤ番号の付与のために移動局１と固定局で実施する処理の代案例を示すフロー
図。
【図７Ａ】移動局１の位置推定アルゴリズムの概念を説明するための図。
【図７Ｂ】移動局１の位置推定アルゴリズムの概念を説明するための図。
【図７Ｃ】移動局１の位置推定アルゴリズムの概念を説明するための図。
【図７Ｄ】移動局１の位置推定アルゴリズムの概念を説明するための図。
【図８】１階の二次元平面について、固定局を４個から９個に増やした例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を参照して、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【実施例】
【００１８】
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　本発明の実施例を図１に示す。なお、同図では、１階１Ｆから３階３Ｆまでの３階建て
で、３つの床面を有する建屋へのシステム適用を例にとって本発明の骨子を説明する。図
１では紙面水平方向軸をＸ軸、紙面垂直方向軸をＹ軸、鉛直方向軸をＺ軸として、立体的
に固定局、移動局、移動状態を示している。また、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸の座標は、それぞれ
（ｘ、ｙ、ｚ）で表し、移動局や固定局の存在位置をこの座標で表現するものとする。さ
らに、説明を簡略化するため、１つの階床の床面は、Ｘ軸、Ｙ軸それぞれ一辺が１０（ｍ
）の正方形とし、階床と階床の間のＺ軸方向の距離も１０（ｍ）とする。
【００１９】
　移動体が移動するための駆動方式は省略してあるが、移動体に搭載された移動局１はＸ
軸、Ｙ軸、Ｚ軸の３つの軸方向に移動することができるものとする。そして、その位置を
（ｘ、ｙ、ｚ）と表現するとして、移動局１は自分の座標は座標検出器２によって常時把
握できているものとする。なお座標検出器２は、移動局１とともに移動体に搭載されてい
る。
【００２０】
　固定局は各階（１Ｆ、２Ｆ、３Ｆ）の四隅に配置されており、その名称は最初の２文字
が階床名（１Ｆ、２Ｆ、３Ｆ）であり、３文字目が四隅の番号（１、２、３、４）を示し
、その座標（ｘ、ｙ、ｚ）を合わせて表記している。つまり、１階の原点（０、０、０）
には固定局１Ｆ１が、そのほか、固定局１Ｆ２が座標（１０、０、０）に、固定局１Ｆ３
が座標（１０、１０、０）に、１Ｆ４が座標（０、１０、０）に配置されている。同様に
２階には、固定局２Ｆ１が座標（０、０、１０）に、固定局２Ｆ２が座標（１０、０、１
０）に、固定局２Ｆ３が座標（１０、１０、１０）に、２Ｆ４が座標（０、１０、１０）
に配置されている。また３階には、固定局３Ｆ１が座標（０、０、２０）に、固定局３Ｆ
２が座標（１０、０、２０）に、固定局３Ｆ３が座標（１０、１０、２０）に、３Ｆ４が
座標（０、１０、２０）にそれぞれ配置されている。固定局の配置座標は移動局１にとっ
て既知の状態であり、固定局１Ｆ１～３Ｆ４にとって各固定局の自己識別番号（ＩＤ）は
最初は未決定の状態となっている。
【００２１】
　建屋における上記の固定局１Ｆ１～３Ｆ４、移動局１の配置に対して、移動局１は、各
固定局１Ｆ１～３Ｆ４の近傍を通過する様に移動する。たとえば、固定局１Ｆ１の近傍か
ら固定局１Ｆ２の近傍に向かう経路をＲ１Ｆ１２とする。ここでは、「経路Ｒ１Ｆ１２」
について、最初のＲは経路を表しており、次の１Ｆが１階の平面、最後の１２が移動方向
として１Ｆ１から１Ｆ２に向かうルートというように表現している。同様の約束に従い、
固定局１Ｆ２の近傍から固定局１Ｆ３への経路はＲ１Ｆ２３、固定局１Ｆ３の近傍から固
定局１Ｆ４の経路はＲ１Ｆ３４、固定局１Ｆ４の近傍から固定局１Ｆ１の経路はＲ１Ｆ４
１となる。
【００２２】
　この経路Ｒの表現の約束は、２階、３階における平面上の経路表現にも同様に適用され
ている。かつ階の間を移動する場合の経路についても同様の約束に従って表記されている
。ここでは、「経路Ｒ１２Ｆ１１」について、最初のＲは経路を表しており、次の１２Ｆ
が１階と２階の間、最後の１１が移動方向として１Ｆ１から２Ｆ１に向かうルートという
ように表現している。なお、図１の説明事例では、移動局１は固定局１Ｆ１から移動開始
して、同一階、従って同一平面上４か所の固定局近傍を通過して、最初の固定局１Ｆ１に
もどり、この位置を起点にして２階に移動するという経路をたどるものとしている。つま
り、高さ位置方向への異同は固定局近傍で行われているという事例を示している。
【００２３】
　そして、この移動とともに、移動局１は複数の固定局に向かって電波を送信する動作を
行い、電波を受けた固定局はその強度を測定し、移動局にこの強度データと固定局側のチ
ップＩＤ番号を送り返し、これを受けた移動局１は電波強度の最も強い固定局にシステム
ＩＤ番号を送出する動作を行う。ここで、システムＩＤ番号とは移動局１の座標（ｘ、ｙ
、ｚ）と関連付けて持っているＩＤ番号を座標で検索して、これを移動局１から所定の固
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定局に付与する動作を行う。
【００２４】
　動体は、当初ＸＹ平面、つまり水平面内の移動を行っており、面内移動のエレベーター
のような振る舞いをしている。また、座標検出器２はＸ軸、Ｙ軸方向への移動にともなっ
て摩擦駆動されるタイヤやローラの軸に取り付けられたパルス発生器の発生パルス数の極
性付き積算を行い、Ｘ軸、Ｙ軸の値、すなわち移動体の座標を更新する。
【００２５】
　ここでは、説明を簡略化するため、１つの階床あたりの固定局数は４局としたが、勿論
固定局の個数はそれ以上でも問題はない。
【００２６】
　次に移動体は、１階の探査が終了したので経路Ｒ１２Ｆ１１を通って、２階に移動する
。移動に際しては、座標検出器２はＺ軸方向の移動量を検出しながら２階原点近くの固定
局２Ｆ１近傍に到着する。この動作は、従来の鉛直方向に移動するエレベーターの動作に
匹敵するものである。
【００２７】
　２階においても、移動局１は、経路Ｒ２Ｆ１２→Ｒ２Ｆ２３→Ｒ２Ｆ３４→Ｒ２Ｆ４１
と順に固定局近傍を移動しながら無線電波をブロードキャストで発し、１階でおこなった
のと同様の固定局へのＩＤ番号付与動作を行う。
【００２８】
　２階でのＩＤ番号付与が終わると、経路Ｒ２３Ｆ１１にて３階に移動体は移動し、１、
２階と同様に３階においても固定局へのＩＤ番号付与動作を行う。
【００２９】
　本実施例によって、固定局１Ｆ１～３Ｆ４にそれぞれその存在する座標（ｘ、ｙ、ｚ）
と関連付けされたＩＤ番号の付与について人手を介さず、自動で付与することが出来るの
で、省力化、ＩＤ設定間違え防止の効果がある。さらに１つの階床あたりの固定局数が多
い場合、あるいは階床数が非常に多くなる高層ビルなどでは、その省力化、ＩＤ設定間違
え防止効果はさらに増す。
【００３０】
　なお、本実施例では、Ｚ軸方向である、鉛直方向への移動は同一Ｘ、Ｙ軸座標について
行った例を示しているが、これに限定されるものではなく、階間移動の経路を違えたＸ、
Ｙ軸座標を用いれば、建築物の配置自由度に対する制約を削減できる他の効果がある。
【００３１】
　さらにＸ、Ｙ平面内の固定局の配置、移動経路についても、固定局の近傍を通過する経
路で探査が行えれば、ＩＤ番号の付与に関する制約はなく、床面積がすべての階床に対し
て同一のビルでなくとも本発明は適用可能で、ビル形状に対する制約もないという効果も
ある。
【００３２】
　図２に移動局１が固定局１Ｆ１の近傍に存在する時の移動局１と各固定局１Ｆ１～３Ｆ
１との間の直線距離をまとめた図を示す。ここでは固定局が異なっても、移動局からの距
離が同一になる場合を複数のケースに分類してまとめている。
【００３３】
　ケース１は移動局１が固定局１Ｆ１の近傍に存在するケースであり、ケース２は固定局
１Ｆ１の近傍に存在する移動局１と固定局１Ｆ１に隣接する固定局（１Ｆ２、２Ｆ１、１
Ｆ４）との関係を示すケース、ケース３は固定局１Ｆ１の近傍に存在する移動局１と固定
局１Ｆ１に対して対角位置に存在する固定局（１Ｆ３、２Ｆ２、２Ｆ４）との関係を示す
ケース、ケース４は固定局１Ｆ１の近傍に存在する移動局１と固定局１Ｆ１に対して同一
平面上の対角位置の１階上部に位置する固定局（２Ｆ３）との関係を示すケース、ケース
５は固定局１Ｆ１の近傍に存在する移動局１と固定局１Ｆ１の２階上部に位置する固定局
（３Ｆ１）との関係を示すケースである。図２には、これらの各ケースにおける局間の距
離が数式で表されている。



(7) JP 6636268 B2 2020.1.29

10

20

30

40

50

【００３４】
　一方、２つの無線送受信局間でやり取りされる電波の強度は局間の距離の２乗に比例し
て減衰することが知られている。従って、図２に示した、移動局１が固定局１Ｆ１の近傍
に存在する時（ケース１）には、移動局１と固定局１Ｆ１との間の電波強度が他局間との
間の電波強度よりも圧倒的に大きく、後述するアルゴリズムによって、移動局１がＩＤ番
号を付与すべき固定局は１Ｆ１と判定される。ただ、建築物を構成する側壁内や床兼天井
壁内の鉄筋、床内の金属製波板は電波を反射し、送受信強度を測定する際に、直達波のほ
か、反射波との位相差によって受信信号が減衰したり、増幅したりすることがあるので、
電波強度測定は移動局１の位置を変化させて複数回行い、多数決を取るなどの処理を施す
ことで信頼度を増すのがよい。
【００３５】
　図３は移動局１を固定局１Ｆ１の近傍から、順に鉛直方向Ｚに移動させたときの電波強
度を実測した結果を示したものである。図３の横軸が鉛直方向Ｚの移動距離、縦軸が実測
した電波強度を表している。
【００３６】
　この図では、移動局１と固定局１Ｆ１との間の電波強度を黒い菱形で、移動局１と固定
局２Ｆ１との間の電波強度を黒い四角形で、移動局１と固定局３Ｆ１との間の電波強度を
黒い三角形で示している。図３によれば、移動局１が固定局１Ｆ１の近傍に存在する０ｍ
付近では、菱形の多くが上部に位置し、四角形の多くが中段に位置し、三角形の多くが下
段に位置している。このように移動局１が固定局１Ｆ１の近傍に存在する０ｍ付近では、
固定局１Ｆ１との間の電波強度の大きさが最も大きく、次が、固定局２Ｆ１との間の電波
強度で、最も小さいのが、固定局３Ｆ１との間の電波強度である。
【００３７】
　同様に、移動局１が固定局２Ｆ１の近傍に存在する１０ｍ付近では、四角形の多くが上
部に位置し、菱形と三角形はほぼ同程度に中段に位置し、下段にはほとんど位置づけられ
ていない。このように移動局１が固定局２Ｆ１の近傍に存在する１０ｍ付近では、固定局
２Ｆ１との間の電波強度の大きさが最も大きく、次が、固定局１Ｆ１と、固定局３Ｆ１の
間の電波強度はほぼ同じ電波強度である。
【００３８】
　また同様に、移動局１が固定局３Ｆ１の近傍に存在する２０ｍ付近では、三角形の多く
が上部に位置し、四角形の多くが中段に位置し、菱形の多くが下段に位置している。この
ように移動局１が固定局３Ｆ１の近傍に存在する２０ｍ付近では、固定局３Ｆ１との間の
電波強度の大きさが最も大きく、次が、固定局２Ｆ１との間の電波強度で、最も小さいの
が、固定局１Ｆ１との間の電波強度である。
【００３９】
　これらの結果からは、移動局１と各固定局との間の電波強度によって移動局と固定局と
の間の距離が推定できることを裏付けている。図３の横軸に示した、移動局１と固定局間
の距離において、値が０ｍ付近に固定局１Ｆ１が、値が１０ｍ付近に固定局２Ｆ１が、値
が２０ｍ付近に固定局３Ｆ１が存在していると考えて良い。
【００４０】
　なお図３によれば５ｍ、あるいは１５ｍ付近では、三角形、四角形、菱形の図形表示が
ほぼ中断に、混然として表示されており、明確に領域わけができない状態になっている。
このため、５ｍ、あるいは１５ｍ付近が固定局の判断の切り換え点と考えてよく、固定局
の探査は０ｍ、１０ｍ、２０ｍと言うように固定局の近傍で行うのが効率的であり、かつ
探査失敗を回避する意味でも有効であることが分かる。
【００４１】
　図１の実施例では移動局１はあらかじめ固定局の座標を知っていること、さらに、移動
局１は移動とともに自分が存在する位置座標を座標検出器２が把握し、更新するよう構成
しているので、固定局の近傍で電波を発信することが出来、効率的に電波強度を把握でき
る効果を発揮する。
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【００４２】
　図３の実験では、固定局２Ｆ１、３Ｆ１はそれぞれ２階と３階に設置して実験したが、
移動局１が鉛直方向に移動できる昇降路を介して電波授受が出来る位置に固定局を設置し
ているので、各階床内の鉄板による強烈な反射の影響を受けておらず、ある程度、距離に
リンクした電波強度を得ていると言える。
【００４３】
　図４は、ＩＤ番号の付与のために移動局１と固定局で実施する処理を示すフロー図であ
る。図４において、左側の処理が移動局１の処理、右側の処理が固定局の処理の概略手順
を示している。ここでの処理は、一方からの信号送信に応じて他方が行動し、その結果を
返信するという手順を繰り返すので、ここでは時間の経過に伴い順次各処理について説明
する。
【００４４】
　なお右側の固定局の処理に関し、この処理は移動局１からの電波が受信可能な全ての固
定局において実施されているものであり、従って、固定局からの送信を受信した移動局１
では、全ての固定局からの送信内容を処理することになる。
【００４５】
　図４では、はじめに移動局１が、図示されていない管理プログラムによってＩＤ番号付
与処理を開始すると一連の処理タスクが起動され、最初の処理ステップＳ１００がスター
トする。ほぼ同時に固定局側のタスクも起動されて処理ステップＳ２００がスタートする
。
【００４６】
　まず移動局１では、処理ステップＳ１１０において、固定局にセットするためのＩＤ番
号ｘを用意する。固定局１Ｆ１の近傍から処理を開始することを仮定すると、固定局にセ
ットするためのＩＤ番号ｘには、はじめにＩＤ（１Ｆ１）が用意されることになる。次に
処理ステップＳ１２０では送信定義として、ブロードキャスト半径を１とする。これは電
波強度測定用のデータの受け取り先を定義せず、皆に宛てて送信することと、受け取った
固定局はそのデータを再度他局に転送しないことを定義するものである。
【００４７】
　これは、移動局１からデータ受信可能な複数の固定局に対してデータを送り、データを
受けた固定局で、そのデータの受信強度を測定するための準備処理である。その際、受信
した固定局が転送処理をしてしまうと移動局１からのデータを使った電波強度の測定が出
来なくなるため、固定局の転送処理は禁止するためにブロードキャスト半径を１に定義し
て送信するものである。また、複数回同様の送信処理を行って、電波強度の多数決ないし
は平均化処理を行う準備を行う。
【００４８】
　そのため処理ステップＳ１２０では、処理ステップＳ１３０との間でＮ回のループ処理
を行い、処理ステップＳ１４０で固定局からの返信を待つ。さらに、Ｎ回の電波発信を行
う際に、移動局１の座標を固定のままで行うのではなく、多少位置を移動させて発信処理
を行えば、直達波と反射波の位相差の関係で電波強度が強め合ったり弱め合ったりするよ
うな特異点の悪影響を少なく出来る効果を生じる。この座標移動も移動局１を低速で移動
させつつ連続的に行っても良い。
【００４９】
　一方、固定局側はタスクが起動されると処理ステップＳ２１０で移動局からの電波強度
測定用データの受信を待つ。この場合に固定局は、移動局からの受信が可能な複数の固定
局であり、このそれぞれが同様に以下の処理を行うことになる。
【００５０】
　処理ステップＳ２２０では、自己の固定局に対してＩＤ番号が付与済みであるか、否か
を確認する。ＩＤ番号を付与されている固定局は処理ステップＳ２２０でループして等価
的にはＩＤ付与処理をスキップすることになるが、ＩＤ番号の付与が終わっていない固定
局は処理ステップＳ２３０で移動局からのデータを受けて、電波強度データの返送先であ
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る移動局の固有アドレスをはじめに保存して電波強度を測定し、処理ステップＳ２４０で
複数回数のデータ受信を行いＮ回測定した電波強度データの平均値を求める。そして、処
理ステップＳ２５０で移動局１に対して電波強度データを返送し、処理ステップＳ２６０
で固有の固定局に対して選択的に送られてくるＩＤ番号データを待つ。
【００５１】
　移動局１側では、上記複数の固定局からの送信内容を受け、処理ステップＳ１５０で複
数の固定局側からの電波強度データを用いて、ＩＤ番号を送信すべき１つの固定局を特定
する。この推定アルゴリズムについては図５を用いて後に詳細に説明する。
【００５２】
　移動局１側でＩＤ番号を付与すべき固定局固有のアドレスが処理ステップＳ１５０で決
まれば、処理ステップＳ１６０においてブロードキャストではなく、その固有のアドレス
を有する固定局に対して、ＩＤ番号を送信データとして送信する処理を行う。
【００５３】
　移動局側における、この送信処理に対応する固定局側の動きについて説明する。固定局
のうち、移動局１から選択的に受信を指定された固定局は、処理ステップＳ２７０で、移
動局１からのＩＤ番号データを受け取り、自局内のデータが保存可能なアドレスに付与さ
れたＩＤ番号を保存する。
【００５４】
　また固定局内の処理ステップＳ２５０において電波強度を送信した全ての固定局におい
ては、例えば当該送信から一定時間経過後に、処理ステップＳ２８０で自局に対するＩＤ
番号付けが完了したかそれぞれ判断する。Ｙｅｓである固定局は処理ステップＳ２９０で
ＩＤ番号受け取りに関する処理を終了し、Ｎｏである固定局は処理ステップＳ２１０に戻
って自局に対するＩＤ番号付与処理を継続する。
【００５５】
　移動局１は、固有アドレスを有する固定局に対してＩＤ番号を送付した後、処理ステッ
プＳ１７０で次の隣接固定局の座標まで大きく移動して、ＩＤ番号をインクリメントして
、次の電波強度測定用電波発信の作業に備える。そして、処理ステップＳ１８０ですべて
の固定局に対してＩＤ番号の付与が終わったかを判断し、Ｙｅｓであれば処理ステップＳ
１９０でＩＤ番号付与処理を終了し、Ｎｏであれば、ＩＤ番号付与に伴う一連の処理を繰
り返すべく処理ステップＳ１１０へループする。
【００５６】
　図５にＩＤ番号を付与すべき固定局を推定するサブルーチンである『推定アルゴリズム
』の手順を示す。処理ステップＳ１５０が起動されると、最初に処理ステップＳ１５０１
で各固定局から返信される電波強度データを受け取る。
【００５７】
　複数の固定局から順次データが送られてくるので、処理ステップＳ１５０２では固定局
１Ｆ１、１Ｆ２、、、３Ｆ４からの電波強度データを順次受け取る。データを無線にて受
け取る際に、データの衝突が生じることもあり、その際には、しばし時間経過後に固定局
はデータの再送を行うので、このデータ受信に関しては所定の期間ループしてデータ到着
を待ち続ける必要がある。このループ処理ステップＳ１５０３は、経過時間で打ち切りを
判断しても良いし、受信数と存在する固定局数との関係で判定しても良い。
【００５８】
　そして、次に処理ステップＳ１５０４で各固定局から集まった電波強度データ（ＲＳＳ
Ｉ）のうち、固定局１Ｆ１のデータ（ＲＳＳＩ１Ｆ１）が最も強いかどうかを他局からの
データとの比較において判断する。
【００５９】
　移動局１による探査を固定局１Ｆ１近傍から始めるとすると、初期の処理ステップＳ１
５０４ではＹｅｓとなることが想定され、Ｙｅｓであれば処理ステップＳ１５０５におい
てＩＤ番号を付与するべき固定局は１Ｆ１であり、その局に対応する固有のアドレスＡＤ
―１Ｆ１が戻し情報としてサブルーチンの戻り先に引き渡される。
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【００６０】
　移動局１の座標が固定局１Ｆ２に近い場合には処理ステップＳ１５０６で電波強度が判
定され、移動局１と固定局１Ｆ２との間のデータ（ＲＳＳＩ１Ｆ２）が最も大きくなり、
処理ステップＳ１５０７経由で固定局１Ｆ２に対応する固有アドレスＡＤ―１Ｆ２が引き
渡され、移動体１が本発明の実施例における最上階である３階の最後の固定局３Ｆ４に近
づけば処理ステップＳ１５０８で電波強度の大小関係判定のすえ、固定局３Ｆ４の固有ア
ドレスＡＤ―３Ｆ４を引き渡しデータとして戻り先に示す。処理ステップＳ１５０８にお
ける電波強度に論理矛盾が生じた場合には、処理ステップＳ１５１０で推定失敗の発生を
示すアドレス『０Ｘ００』を戻り先に戻す。
【００６１】
　このように、本発明の一実施例によれば、鉛直線上に一次元状に配置された複数の座標
既知の固定局、あるいは、同一平面内に二次元状に配置された複数の座標既知の固定局、
あるいは、空間内に三次元状に配置された複数の座標既知の固定局に対して、現在の座標
を認識している移動局が固定局との間の電波強度によってそれぞれの固定局を認識し、各
固定局に対して固有のＩＤ番号を自動的に付与することが出来るので、多くの固定局に対
するＩＤ番号付与に関する省力化が図れる工業上の効果がある。
【００６２】
　図６にＩＤ番号の付与のために移動局１と固定局で実施する本発明の他の一実施例を示
す。ここでは、１階の二次元平面を切り出したものを例にとって説明する。但し固定局１
Ｆ１～１Ｆ４の座標は既知であり、四隅に配置されているとする。移動局１は図１の実施
例のように特定の移動経路を持たず、かつ、どこの座標に存在しているのかが不明である
という条件のもとで、移動局１と固定局１Ｆ１～１Ｆ４との間の電波強度データを元に、
移動局１が存在する領域を求める実施例を示す。
【００６３】
　図６の左側に移動局１の処理を、右側に固定局の処理の概略手順を示す。はじめに移動
局１が図示されていない管理プログラムによって移動局１の位置探査処理を開始するとタ
スクが起動され、処理ステップＳ３００がスタートする。ほぼ同時に固定局側のタスクも
起動されて処理ステップＳ４００がスタートする。
【００６４】
　まず固定局側において、処理ステップＳ３１０で送信定義として、ブロードキャスト半
径を１とする。これは図４で説明した処理と同様の転送禁止処理である。また、処理ステ
ップＳ３１０、Ｓ３２０で複数回同様の送信処理を行って、電波強度の多数決ないしは平
均化処理を行う準備を行う。そして、処理ステップＳ３３０で固定局からの返信を待つ。
さらに、Ｎ回の電波発信を行う際に、移動局１の座標を固定のままで行うのではなく、多
少位置を移動させて発信処理を行えば、直達波と反射波の位相差の関係で電波強度が強め
合ったり弱め合ったりするような特異点の悪影響を少なく出来る効果を生じる。この微少
座標移動も移動局１を低速で移動させつつ連続的に行っても良い。
【００６５】
　一方、固定局側はタスクが起動されると処理ステップＳ４１０で移動局からの電波強度
測定用データの受信を待つ。固定局は処理ステップＳ４２０で移動局１からのデータを受
けて、電波強度データの返送先である移動局１の固有アドレスをはじめに保存しておき、
電波強度を測定し、処理ステップＳ４３０で複数回数のデータ受信を行いＮ回測定した電
波強度データの平均値を求める。そして、処理ステップＳ４４０で移動局１に対して電波
強度データを返送し、処理ステップＳ４５０で処理を終わる。
【００６６】
　一方、移動局１側では処理ステップＳ３４０で４つの固定局側から送られて来た電波強
度データを用いて移動局１が存在する領域を特定する。この推定アルゴリズムについては
図７の略図を用いて後に説明する。そして、移動局１側で処理ステップＳ３５０によって
、移動局１が存在する領域情報を図示していないホスト端末に送信する処理を行って処理
ステップＳ３６０にて処理を終了する。
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【００６７】
　図７に移動局１の位置推定アルゴリズムの概念図を示す。図７では、図７Ａから図７Ｄ
までの４組の状態を表示しており、これらの図においては１階の二次元平面を、エリア１
、エリア２、エリア３、エリア４に分けて考えている。エリア１、エリア２、エリア３、
エリア４は、それぞれ固定局１Ｆ１、１Ｆ２、１Ｆ３、１Ｆ４を含む領域とされている。
【００６８】
　この位置推定アルゴリズムの概念によれば、はじめに図７Ｄに示すように、移動局１と
固定局１Ｆ１との間の距離Ｄ―１―１Ｆ１と、移動局１と固定局１Ｆ２との間の距離Ｄ―
１―１Ｆ２との大小比較を行う。距離Ｄ―１―１Ｆ１＜距離Ｄ―１―１Ｆ２であれば、移
動局１はエリア１またはエリア４に存在することが分かる。なおこの関係についてさらに
敷衍すると、同様に移動局１と固定局１Ｆ４との間の距離Ｄ―１―１Ｆ４と、移動局１と
固定局１Ｆ３との間の距離Ｄ―１―１Ｆ３との大小比較を行い、距離Ｄ―１―１Ｆ４＜距
離Ｄ―１―１Ｆ３であれば、移動局１はエリア１またはエリア４に存在することが分かる
。
【００６９】
　次に図７Ｂに示すように、移動局１と固定局１Ｆ１との間の距離Ｄ―１―１Ｆ１と、移
動局１と固定局１Ｆ４との間の距離Ｄ―１―１Ｆ４との大小比較を行い、距離Ｄ―１―１
Ｆ１＜距離Ｄ―１―１Ｆ４であれば、移動局１はエリア１またはエリア２に存在すること
が分かる。同様に移動局１と固定局１Ｆ２との間の距離Ｄ―１―１Ｆ２と、移動局１と固
定局１Ｆ３との間の距離Ｄ―１―１Ｆ３との大小比較を行い、距離Ｄ―１―１Ｆ２＜距離
Ｄ―１―１Ｆ３であれば、移動局１はエリア１またはエリア２に存在することが分かる。
【００７０】
　さらに図７Ｃに示すように、移動局１と固定局１Ｆ２との間の距離Ｄ―１―１Ｆ２と、
移動局１と固定局１Ｆ４との間の距離Ｄ―１―１Ｆ４との大小比較を行い、距離Ｄ―１―
１Ｆ２＜距離Ｄ―１―１Ｆ４であれば、移動局１はエリア２またはエリア１の右斜め下、
または、エリア３の右斜め下に存在することが分かる。同様に移動局１と固定局１Ｆ１と
の間の距離Ｄ―１―１Ｆ１と、移動局１と固定局１Ｆ３との間の距離Ｄ―１―１Ｆ３との
大小比較を行い、距離Ｄ―１―１Ｆ１＜距離Ｄ―１―１Ｆ３であれば、移動局１はエリア
１、またはエリア２の左斜め、またはエリア４の左斜め下に存在することが分かる。
【００７１】
　そして、図７Ａから図７Ｃまでの結果の論理積条件から、図７Ｄに示すように全体エリ
アの１／８の領域まで移動体１の存在エリアを推定することが出来る。図７Ｄの例でいえ
ば、移動体１の存在エリアはエリア１のうち、右斜め側、あるいは左斜め側を特定するこ
とができる。
【００７２】
　この他の一実施例では、設置座標が既知の固定局と、位置が不明の移動体との間の通信
電波強度の強さを認識して、これを移動局と固定局との間の距離情報に変換して、移動局
が存在する大まかな領域情報を算出することが出来るので、移動経路が決まっていない無
線通信機能を有する自走式の移動体ロボットや人間の位置把握が可能であるという他の効
果がある。さらに本実施例では、存在座標推定を点ではなく、領域にグレードダウンして
いるので、単なる大小比較と論理積という簡単な演算で推定が可能なため、高度な演算を
繰り返す三角測量法と比べ、近距離無線チップに合わせて搭載されているような低機能な
マイコンでもシステム構築が可能という他の効果も有している。また、説明の都合上、移
動局１が４個の固定局で囲まれた領域の内側に存在する場合を例に取ったが、外側に存在
した場合においても、判定領域は広がるが、ある程度の領域判定は出来る他の効果もある
。
【００７３】
　図８に本発明の他の一実施例を示す。１階の二次元平面について、固定局を４個から９
個に増やすと、図のように８８個のエリアに対する存在領域推定が可能になり、領域の絞
り込みが容易になる効果がある。この場合、固定局の設置はビルなどの建築物の内部に限
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に移動するエレベーター乗りかごのようなもの以外にも搬送ロボットや人間やペットなど
の位置追跡にも応用が可能という工業的な他の効果も秘めている。
【００７４】
　以上詳細に説明した本発明のシステムによれば、図１に示すように、無線通信機能を有
し二次元または三次元の位置に移動可能な移動局１と、無線通信機能を有し二次元または
三次元の所定の位置に固定されている複数の固定局１Ｆ１～３Ｆ４を有している。そのう
えで本発明のシステムは、移動局１と固定局１Ｆ１～３Ｆ４との間の無線通信の電波強度
の強さを測定（図４の処理ステップＳ２３０）し、強度の大きさから当該局を決定し、関
連情報を付与している。ここで当該局とは、移動局と、その移動体の位置に最も近い位置
にある固定局である。
【００７５】
　図４、図６の例の場合、移動局での判断処理により固定局１Ｆ１～３Ｆ４に付与される
関連情報とは、当該固定局に固有の識別情報（ＩＤ番号）である。また図７の事例で説明
したように、関連情報は当該移動局の存在領域を示すエリア情報である。
【符号の説明】
【００７６】
１：移動局
２：移動局の座標検出器
１Ｆ１～３Ｆ４：固定局
ＡＤ―１Ｆ１～ＡＤ―３Ｆ４：固定局の固有アドレス
Ｄ―１―１Ｆ１～Ｄ―１―１Ｆ４：移動局と固定局間の距離
ＩＤ―１Ｆ１～ＩＤ―３Ｆ４：固定局のＩＤ番号
Ｒ１Ｆ１２～Ｒ３Ｆ４１：移動局の移動経路
ＲＳＳＩ１Ｆ１～ＲＳＳＩ３Ｆ４：移動局から固定局へ発せられた電波の強度
Ｓ１００～Ｓ１９０：移動局の処理
Ｓ１５０～Ｓ１５１１：固定局の推定サブルーチン
Ｓ２００～Ｓ２９０：固定局の処理
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